
（単位：百万円）

金　　　　　　額 金　　　　　　額

29,434 1,088,115 

現 金 26,563 当 座 預 金 26,193 

預 け 金 2,871 普 通 預 金 343,708 

10,000 貯 蓄 預 金 2,453 

223 通 知 預 金 5,906 

商 品 地 方 債 223 定 期 預 金 688,709 

232,267 定 期 積 金 13,864 

国 債 116,681 そ の 他 の 預 金 7,278 

地 方 債 2,879 3,000 

社 債 55,642 11 

株 式 10,333 売 渡 外 国 為 替 8 

そ の 他 の 証 券 46,730 未 払 外 国 為 替 3 

877,241 12,000 

割 引 手 形 10,546 4,373 

手 形 貸 付 52,327 未 決 済 為 替 借 255 

証 書 貸 付 737,860 未 払 法 人 税 等 97 

当 座 貸 越 76,507 未 払 費 用 2,773 

493 前 受 収 益 734 

外 国 他 店 預 け 486 従 業 員 預 り 金 127 

取 立 外 国 為 替 6 給 付 補 て ん 備 金 39 

8,543 金 融 派 生 商 品 39 

未 決 済 為 替 貸 146 そ の 他 の 負 債 305 

前 払 費 用 3 3,477 

未 収 収 益 1,190 102 

そ の 他 の 資 産 7,203 344 

18,198 2,799 

建 物 5,903 9,239 

土 地 11,397 1,123,464 

建 設 仮 勘 定 55 （ 純 資 産 の 部 ）

その他の有形 固定 資産 842 17,700 

1,956 24,178 

ソ フ ト ウ ェ ア 1,789 資 本 準 備 金 15,641 

その他の無形 固定 資産 167 そ の 他 資 本 剰 余 金 8,536 

4,612 4,809 

9,239 利 益 準 備 金 25 

△ 17,058 そ の 他 利 益 剰 余 金 4,783 

繰 越 利 益 剰 余 金 4,783 

△ 0 

46,687 

1,081 

△ 1 

3,921 

5,001 

51,688 

1,175,153 1,175,153 

有 形 固 定 資 産

負 債 の 部 合 計

譲 渡 性 預 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他 負 債

社 債

科　　　　　　目 科　　　　　　目

現 金 預 け 金 預 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

（負 債 の 部）（資 産 の 部）

睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金

再評価に係る繰延税金負債

資 本 金

土 地 再 評 価 差 額 金

貸 倒 引 当 金

支 払 承 諾 見 返

自 己 株 式

コ ー ル ロ ー ン

負債 及び 純資産の部 合計

純 資 産 の 部 合 計

退 職 給 付 引 当 金

支 払 承 諾

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

資 産 の 部 合 計

貸借対照表　（平成22年３月31日現在）

第 162 期 決 算 公 告

平成22年6月25日 山 形 県 山 形 市 旅 篭 町 三 丁 目 ２ 番 ３ 号

株 式 会 社 き ら や か 銀 行
取 締 役 頭 取　 　 粟   　野　     学

資 本 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産 利 益 剰 余 金

商 品 有 価 証 券

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

無 形 固 定 資 産

そ の 他 資 産

外 国 為 替
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損益計算書

（単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

26,407

23,066

貸 出 金 利 息 19,994

有 価 証 券 利 息 配 当 金 2,990

コ ー ル ロ ー ン 利 息 27

預 け 金 利 息 2

金利スワップ 受入 利息 15

そ の 他 の 受 入 利 息 35

2,947

受 入 為 替 手 数 料 1,004

そ の 他 の 役 務 収 益 1,943

152

外 国 為 替 売 買 益 17

商 品 有 価 証 券 売 買 益 2

国 債 等 債 券 売 却 益 127

国 債 等 債 券 償 還 益 4

そ の 他 の 業 務 収 益 0

242

株 式 等 売 却 益 83

そ の 他 の 経 常 収 益 159

24,617

2,912

預 金 利 息 2,554

譲 渡 性 預 金 利 息 9

コ ー ル マ ネ ー 利 息 0

社 債 利 息 310

金利スワップ 支払 利息 36

そ の 他 の 支 払 利 息 0

1,618

支 払 為 替 手 数 料 374

そ の 他 の 役 務 費 用 1,243

162

国 債 等 債 券 売 却 損 112

国 債 等 債 券 償 還 損 50

17,340

2,584

貸 出 金 償 却 1,272

株 式 等 売 却 損 30

株 式 等 償 却 410

そ の 他 の 経 常 費 用 871

1,789

　平成21年 4月  1日から
  平成22年 3月 31日まで

役 務 取 引 等 費 用

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益
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（単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

765

固 定 資 産 処 分 益 8

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 417

償 却 債 権 取 立 益 247

役員退職慰労引当金戻入額 78

投資損失引当 金戻 入額 13

384

固 定 資 産 処 分 損 26

減 損 損 失 317

そ の 他 の 特 別 損 失 39

2,171

61

△ 88

△ 27

2,198

特 別 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

特 別 損 失

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額
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 個別注記表 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

2．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・

子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のある

ものについては決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。なお、

その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

(2) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の

評価は、時価法により行っております。 

3．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

4．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）に

ついては定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  15 年～50 年 

その他   3 年～ 6 年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内

における利用可能期間（5年）に基づいて償却しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」（及び「無形固定資産」）中のリー

ス資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、リース

契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

5．繰延資産の処理方法 

株式交付費は、３年間の均等償却を行っております。なお、繰延資産は、その他資産に含めて計上して

おります。 

6．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

7．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債

権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下の

なお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能

見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻

に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額

及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と

認める額を計上しております。 
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上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計

上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独

立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び

保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額して

おり、その金額は8,365百万円であります。 

(2) 投資損失引当金 

投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘案して必

要と認められる額を計上しております。 

 (3) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処

理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務   その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（11年）による定額

法による費用処理又は発生年度において全額費用処理 

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（11年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理 

（会計基準変更時差異の償却期間） 

なお、会計基準変更時差異（3,546百万円）（代行返上後）については、15年による按分額を費用処

理しております。 

（会計方針の変更）   

 当事業年度末から「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号平

成20年７月31日）を適用しております。 

なお、従来の方法による割引率と同一の割引率を使用することとなったため、当事業年度の計算書

類に与える影響はありません。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給

見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。 

(5) 睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、

将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

8．リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年４月１日前に開始する

事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

9．ヘッジ会計の方法 

(1) 金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計

基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以

下「業種別監査委員会報告第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性

評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッ

ジ手段である金利スワップ取引等を個別契約ごとに特定し、有効性の評価をしております。 

また、キャッシュ･フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の

相関関係の検証により有効性の評価をしております。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 
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(2) 為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外

貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報

告第25号。以下「業種別監査委員会報告第25号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。

ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通

貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に

見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価

しております。 

10．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は､税抜方式によっております。 

ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。 

 

会計方針の変更 

（金融商品に関する会計基準） 

当事業年度末から「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号平成20年３月10日）を適用して

おります。 

これにより、従来の方法に比べ、有価証券は19百万円減少、繰延税金資産は７百万円増加、その他有価

証券評価差額金は11百万円減少し、税引前当期純利益は13百万円増加しております。 

 

貸借対照表に関する注記 

1．関係会社の株式総額 980百万円 

2．貸出金のうち、破綻先債権額は2,595百万円、延滞債権額は47,032百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元

本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行

った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97

号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金で

あります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

3．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は457百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

4．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は2,442百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息

の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、

延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

5．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は52,528百万円であ

ります。 

なお、上記2．から5．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

6．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入

れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま

すが、その額面金額は10,546百万円であります。 

7．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に

基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、貸借対照表計上額は、650百

万円であります。 
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8．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産  

有価証券 14,415 百万円 

その他 6 百万円 

担保資産に対応する債務  

預金 1,121 百万円 

上記のほか、為替決済、共同システム等の取引の担保として、有価証券30,056百万円を差し入れてお

ります。 

また、その他の資産のうち保証金は717百万円であります。 

9．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約

であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、74,751百万円であります。このうち契約残存期間が

１年以内のものが63,246百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金

融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又

は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じ

て不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業

況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

10．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日  平成11年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第１号に定める地価

公示法の規定により公示された価格、第２条第３号に定める土地課税台帳及び第４号に定める地価税

の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法に基づ

いて、奥行価格補正、側方路線影響加算等合理的な調整を行って算出。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土

地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 6,083百万円。 

11．有形固定資産の減価償却累計額 17,480百万円 

12．有形固定資産の圧縮記帳額 1,802百万円 

13．社債には、劣後特約付社債 12,000百万円が含まれております。 

14．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当

行の保証債務の額は 8,865百万円であります。 

15．１株当たりの純資産額 242円88銭。 

16．取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額 36百万円。 
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17．貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機及び車輌については、所有権移転外ファイナンス・

リース契約により使用しております。 

1．取得原価相当額 有形固定資産 1,772 百万円 

 無形固定資産 1,065 百万円 

 その他 － 百万円 

 合 計 2,837 百万円 

2．減価償却累計額相当額 有形固定資産 996 百万円 

 無形固定資産 663 百万円 

 その他 － 百万円 

 合 計 1,660 百万円 

3．期末残高相当額 有形固定資産 775 百万円 

 無形固定資産 402 百万円 

 その他 － 百万円 

 合 計 1,177 百万円 

4．未経過リース料期末残高相当額 １年内 487 百万円 

 １年超 773 百万円 

 合 計 1,261 百万円 

5．支払リース料、減価償却費相当額、支払利息相当額 

支払リース料  543 百万円 

減価償却費相当額  477 百万円 

支払利息相当額  64 百万円 

6．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

7．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

18．関係会社に対する金銭債権総額は、699百万円であります。 

19．関係会社に対する金銭債務総額は、794百万円であります。 

20. 銀行法第 18 条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。 

剰余金の配当をする場合には、会社法第 445 条第４項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかかわ

らず、当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分の１を乗じて得た額を資本準備金又は利益準

備金として計上しております。 

当事業年度における当該剰余金の配当に係る利益準備金の計上額は、25 百万円であります。 

21. 銀行法施行規則第19条の２第１項第３号ロ(10)に規定する単体自己資本比率（国内基準）10.35％。 
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損益計算書に関する注記 

1．関係会社との取引による収益 

資金運用取引に係る収益総額 69 百万円 

役務取引等に係る収益総額 15 百万円 

その他業務・その他経常取引に係る収益総額 20 百万円 

その他の取引に係る収益総額 － 百万円 

関係会社との取引による費用  

資金調達取引に係る費用総額 0 百万円 

役務取引等に係る費用総額 140 百万円 

その他業務・その他経常取引に係る費用総額 1,176 百万円 

その他の取引に係る費用総額 － 百万円 

 

2．１株当たり当期純利益金額 15 円 52 銭。 

3. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  ８円 67 銭。 

4．当事業年度末において、当行が保有する以下の資産について使用目的を変更すること及び、使用を中止又

は中止を予定したこと等に伴い投資額の回収が見込めなくなったことから、以下の資産について減損損失を

計上しております。 

    

減損損失                       （単位：百万円） 

用途 種類 場所 金額 

遊休 土地 山形県 317 

遊休 土地 新潟県 0 

合計 317 

営業用店舗については、それぞれを収益管理上の区分（エリアに属するグループ、エリアに属しないそれ

ぞれの店舗）ごとにグルーピングし、最小単位としております。また、遊休資産は、各資産を最小単位とし

ております。本部、地区センター等については独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資

産としております。 

なお、当事業年度の減損損失の測定に使用した回収可能額は正味売却価額であります。正味売却価額は

不動産鑑定評価書又は地価公示法により公示された価格等に基づいて時価の算定を行っております。 
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有価証券に関する注記 

貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」が含まれ

ております。 

1．売買目的有価証券（平成 22 年３月 31 日現在） 

 
当事業年度の損益に含まれた評価差額 

（百万円） 

売買目的有価証券 2

 

2．満期保有目的の債券（平成22年3月31日現在） 

 

種類 

貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債 － － －

地方債 － － －

短期社債 － － －

社債 7,024 7,234 210

その他 － － －

時価が貸借対照

表計上額を超え

るもの 

小計 7,024 7,234 210

国債 － － －

地方債 － － －

短期社債 － － －

社債 130 129 △ 0

その他 1,000 862 △ 137

時価が貸借対照

表計上額を超え

ないもの 

小計 1,130 992 △ 137

合計 8,154 8,227 72

 

3. 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（平成22年３月31日現在） 

 貸借対照表計上額

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

子会社・子法人等株式 － － －

関連法人等株式 － － －

合計 － － －

  （注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 

 貸借対照表計上額

（百万円） 

子会社・子法人等株式 963

関連法人等株式 17

合計 980

   これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「子

会社・子法人等株式及び関連法人等株式」には含めておりません。 
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4. その他有価証券（平成22年３月31日現在） 

 

種類 

貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 2,295 1,631 664

債券 153,302 150,694 2,608

国債 112,670 110,600 2,069

地方債 2,181 2,151 29

短期社債 － － －

社債 38,451 37,941 509

その他 33,142 32,324 817

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えるもの 

小計 188,740 184,650 4,089

株式 5,993 7,831 △ 1,837

債券 14,745 14,948 △ 203

国債 4,011 4,013 △ 2

地方債 698 699 △ 1

短期社債 － － －

社債 10,036 10,235 △ 199

その他 12,588 13,374 △ 786

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えないもの 

小計 33,327 36,154 △ 2,827

合計 222,068 220,805 1,262

  （注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 

 貸借対照表計 

上額（百万円）

株式 1,063

その他 －

合計 1,063

    これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上 

表の「その他有価証券」には含めておりません。 

 

5. 当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

6. 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 売却額(百万円) 売却益の合計額 

(百万円) 

売却損の合計額 

(百万円) 

株式 664 83 30

債券 52,675 127 58

国債 22,300 13 56

地方債 299 0 －

短期社債 － － －

社債 30,075 113 2

その他 16,927 685 234

合計 70,268 895 322

 

7. 減損処理を行った有価証券 
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その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、

時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表

計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しており

ます。 

当事業年度における減損処理額は403百万円（うち、株式403百万円）であります。 

また、有価証券の減損処理にあたっては､個々の銘柄について期末日における時価が取得原価に比べて

50％以上下落している場合はすべて実施しており､30％以上50％未満の下落率の場合は､発行会社の業績や

過去一定期間の時価の推移等を考慮し､回復可能性が認められないと判断されるものについて実施しており

ます｡ 

 

 

金銭の信託に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

 

税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

繰延税金資産   

貸倒引当金損金算入限度額超過額 7,963 百万円 

税務上の繰越欠損金 1,960  

退職給付引当金損金算入限度額超過額 1,406  

減価償却超過額 265  

役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 41  

その他 3,145  

繰延税金資産小計      14,783  

評価性引当額 
 

△ 9,989
 

繰延税金資産合計 4,794  

その他有価証券評価差額金 △ 181  

繰延税金負債 △ 181  

繰延税金資産の純額 4,612 百万円 
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関連当事者との取引に関する注記 

1. 親会社及び法人主要株主等 

   該当事項はありません。 

2. 関連会社等 

属性 
会社等 

の名称 

議決権等 

の所有(被

所有)割合

関連当 

事者と 

の関係 

取引の 

内 容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円)

被保証 110,237 － －

子会社 
きらやか 

カード㈱ 

100％ 

（－） 
債権被保証

支払保証料

(注) 
140 － －

（注）保証料率については、代弁率を基礎として、毎期交渉の上決定しております。 

3. 兄弟会社等 

該当事項はありません。 

4. 役員及び個人主要株主等 

属性 
会社等の名称

又は氏名 

議決権等 

の所有(被

所有)割合

関連当 

事者と 

の関係 

取引の 

内 容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円)

笹島 富二雄 0.01% 
当行社外 

監 査 役 

金銭債権 

融資取引

(注1) 
5 貸出金 35

 

役員及び

その近親

者 

大久保 靖彦 0.03% 
当行社外 

監 査 役 

債権被保証

被保証 

(注2) 
△ 188 － 61

（注1）融資取引については、弁理士業として行った取引であり、取引条件は一般取引条件と同様に決

定しております。 

（注2）代表権を有している蔵王ロープウェイ(株)への貸出金について保証を行っております。取引条

件は一般取引条件と同様に決定しております。 

 

 

重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
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（単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

（負　債　の　部）

29,434 預 金 1,087,659 

10,000 譲 渡 性 預 金 3,000 

223 外 国 為 替 11 

231,639 社 債 12,000 

879,180 そ の 他 負 債 6,018 

493 退 職 給 付 引 当 金 3,517 

9,855 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 112 

18,206 利 息 返 還 損 失 引 当 金 8 

建 物 5,902 睡眠預金払戻損失引当金 344 

土 地 11,397 繰 延 税 金 負 債 22 

リ ー ス 資 産 4 
再評価に係る繰延税金負

債
2,799 

建 設 仮 勘 定 55 負 の の れ ん 77 

その他の有形固定資産 846 支 払 承 諾 9,239 

1,971 負債の部合計 1,124,811 

ソ フ ト ウ ェ ア 1,802 （純 資 産 の 部）

その他の無形固定資産 169 資 本 金 17,700 

4,994 資 本 剰 余 金 22,986 

9,239 利 益 剰 余 金 5,843 

△ 18,740 自 己 株 式 △ 0 

株 主 資 本 合 計 46,529 

その他有価証券評価差額
金

1,099 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 1 

土 地 再 評 価 差 額 金 3,921 

評価・換算差額等合計 5,018 

少 数 株 主 持 分 137 

純資産の部合計 51,686 

1,176,498 負債及び純資産の部合計 1,176,498 

取 締 役 頭 取　 　 粟   　野　     学

第 162 期 決 算 公 告

連結貸借対照表（平成22年3月31日現在）

平成22年6月25日

山 形 県 山 形 市 旅 篭 町 三 丁 目 ２ 番 ３ 号

株 式 会 社 き ら や か 銀 行

コールローン及び買入手形

有 価 証 券

貸 出 金

商 品 有 価 証 券

資産の部合計

（資　産　の　部）

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

繰 延 税 金 資 産

現 金 預 け 金
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（単位：百万円）

科                      目 金                        額

27,334

23,312

貸 出 金 利 息 20,277

有 価 証 券 利 息 配 当 金 2,953

コールローン利息及び買入手形利息 27

預 け 金 利 息 2

そ の 他 の 受 入 利 息 51

3,427

183

411

25,337

2,919

預 金 利 息 2,553

譲 渡 性 預 金 利 息 9

コールマネー利息及び売渡手形利息 0

社 債 利 息 310

そ の 他 の 支 払 利 息 44

1,679

162

17,710

2,866

1,997

608

11

257

247

78

13

384

26

317

39

2,221

65

△ 150

△ 84

7

2,298

役 務 取 引 等 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 益

少 数 株 主 利 益

平成21年 4月  1日から

平成22年 3月 31日まで
連結損益計算書

そ の 他 の 特 別 損 失

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 戻 入 額

そ の 他 経 常 費 用

法 人 税 等 合 計

固 定 資 産 処 分 損

法 人 税 等 調 整 額

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

特 別 損 失

減 損 損 失

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

償 却 債 権 取 立 益

当 期 純 利 益

資 金 調 達 費 用

経 常 費 用

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

投 資 損 失 引 当 金 戻 入 額

－15－



 

連結注記表 

 

 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に

基づいております。 

 

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

1. 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結される子会社及び子法人等  ３社 

会社名 

 ・きらやかカード株式会社 

 ・きらやかキャピタル株式会社 

・山形ビジネスサービス株式会社 

(2) 非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 

 

2. 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 

(2) 持分法適用の関連法人等   ２社 

会社名 

・株式会社東北バンキングシステムズ 

・株式会社富士通山形インフォテクノ 

(3) 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 

(4) 持分法非適用の関連法人等 

該当ありません。 

 

3. 連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

すべての連結される子会社及び子法人等の決算日は連結決算日（３月末日）と一致しており

ます。 

 

4. 会計処理基準に関する事項 

(1) 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っておりま

す。 

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法 

①  有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額

法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時

価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認められる

ものについては移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま

す。 

②  有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されて

いる有価証券の評価は、時価法により行っております。 
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(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

(4) 減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成 10 年 4月１日以後に取得した建物（建物

附属設備を除く。）については定額法）を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  15 年 ～ 50 年 

その他    3 年 ～ 6 年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、 

主として定率法（ただし、平成 10 年 4月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法）により償却しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについ 

ては、当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として５年）に 

基づいて償却しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」（及び｢無形固定資産｣)中

のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額に

ついては、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外の

ものは零としております。 

(5) 貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しておりま 

す。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）

に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権に

ついては、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見

込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は

経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債

権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、

その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等

に基づき計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該

部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の

引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の

評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債

権額から直接減額しており、その金額は 8,365 百万円であります。 

連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等

を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。 

(6) 投資損失引当金の計上基準  

当行の投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状

態等を勘案して必要と認められる額を計上しております。 
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(7) 賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額

のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。なお、当連結会計年度の賞与確

定額は、その他負債に含めて計上しております。 

(8) 役員賞与引当金の計上基準 

役員賞与引当金は、連結子会社の一部において、役員への賞与の支払いに備えるため、役

員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。 

(9) 退職給付引当金の計上基準 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び

数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務     その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（11年）に

よる費用処理又は発生連結会計年度において全額費用処理 

数理計算上の差異   各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の

年数（11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理 

なお、会計基準変更時差異（3,546 百万円）（代行返上後）については、15 年による按分

額を費用処理しております。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度末から「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基

準第19号平成20年７月31日）を適用しております。 

なお、従来の方法による割引率と同一の割引率を使用することとなったため、当連結会計

年度の連結計算書類に与える影響はありません。 

(10) 役員退職慰労引当金の計上基準 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰

労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上して

おります。 

(11) 利息返還損失引当金の計上基準 

          クレジットカード業を営む連結子会社において、債務者等から利息制限法の上限金利を超

過して支払った利息の返還請求に備えるため、利息返還損失引当金を計上しております。 

(12) 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に

備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しており

ます。 

(13) 受取保証料(役務取引等収益)の計上基準 

         クレジットカード業を営む連結子会社(きらやかカード株式会社)における受取保証料(役

務取引等収益)については、当連結会計年度末における被保証債務残高が全額期限前弁済さ

れると仮定した場合に返戻を要する保証料額(契約に基づく金額)を、受取保証料の総額から

除いた額を収益として計上する方法を採用しております。 

(14) 外貨建資産・負債の換算基準 

当行の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

(15) リース取引の処理方法 

当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の所有権移転外ファイナンス・リース取

引のうち、リース取引開始日が平成 20 年４月１日前に開始する連結会計年度に属するもの

については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

(16) 重要なヘッジ会計の方法 
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① 金利リスク・ヘッジ 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお

ける金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）に規定する繰

延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘ

ッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等

を個別契約ごとに特定し、有効性の評価をしております。また、キャッシュ･フローを固定

するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により

有効性の評価をしております。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

② 為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公

認会計士協会業種別監査委員会報告第25号。以下「業種別監査委員会報告第25号」という。）

に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金

銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ

取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の

外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価してお

ります。 

(17) 消費税等の会計処理 

当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

 

5. 連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用し

ております。 

 

6. 負ののれんの償却に関する事項 

負ののれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。 

 

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更の注記 

（金融商品に関する会計基準） 

当連結会計年度末から「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号平成20年３月10日）

および「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号平成20年３

月10日）を適用しております。 

これにより、従来の方法に比べ、有価証券は19百万円減少、繰延税金資産は７百万円増加、そ

の他有価証券評価差額金は11百万円減少し、税金等調整前当期純利益は13百万円増加しておりま

す。 
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連結貸借対照表に関する注記 

1. 関係会社の株式（及び出資）総額（連結子会社及び連結子法人等の株式（及び出資）を除く）

は 83 百万円であります。 

2．貸出金のうち、破綻先債権額は2,674百万円、延滞債権額は47,145百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を

計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）

のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由

又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は

支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

3．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は457百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延

している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

4．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は2,442百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減

免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸

出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

5．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は52,720

百万円であります。 

なお、上記2．から5．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

6．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これに

より受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分でき

る権利を有しておりますが、その額面金額は10,546百万円であります。 

7．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報

告第３号に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、連結貸

借対照表計上額は、650百万円であります。 

8．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産  

有価証券 14,415 百万円 

その他 6 百万円 

担保資産に対応する債務  

預金 1,121 百万円 

上記のほか、為替決済、共同システム等の取引の担保として、有価証券30,056百万円を差し入

れております。 

また、その他資産のうち保証金権利金は 717 百万円であります。 

9． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を

受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付け

ることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、100,017百万円であり

ます。このうち契約残存期間が1年以内のものが70,166百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そ

のものが必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響

を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその
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他相当の事由があるときは、当行並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた

融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契

約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定

めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措

置等を講じております。 

10．土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、当行の事業用

の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純

資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日  平成 11 年３月 31 日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第１号に定

める地価公示法の規定により公示された価格、第２条第３号に定める土地課税台帳及び第４号に

定める地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて

公表した方法に基づいて、奥行価格補正、側方路線影響加算等合理的な調整を行って算出。 

同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額

と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 6,083 百万円 

11．有形固定資産の減価償却累計額は 17,503 百万円であります。 

12．有形固定資産の圧縮記帳額は 1,802 百万円であります。 

13. 社債には、劣後特約付社債 12,000 百万円が含まれております。 

14. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に

対する保証債務の額は 8,865 百万円であります。 

15. １株当たりの純資産額 241 円 80 銭。 

16．当行の取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額36百万円。 

17．連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機及び車輌については、所有権移転外フ 

ァイナンス・リース契約により使用しております。 

1．取得原価相当額 有形固定資産 1,800 百万円 

 無形固定資産 1,065 百万円 

 その他 － 百万円 

 合 計 2,865 百万円 

2．減価償却累計額相当額 有形固定資産 1,014 百万円 

 無形固定資産 663 百万円 

 その他 － 百万円 

 合 計 1,677 百万円 

3．期末残高相当額 有形固定資産 785 百万円 

 無形固定資産 402 百万円 

 その他 － 百万円 

 合 計 1,188 百万円 

4．未経過リース料期末残高相当額 １年内 492 百万円 

 １年超 781 百万円 

 合 計 1,274 百万円 

5．支払リース料、減価償却費相当額、支払利息相当額 

支払リース料  553 百万円 
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減価償却費相当額  485 百万円 

支払利息相当額  67 百万円 

6．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

7．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各連結会計年度

への配分方法については、利息法によっております。 

 

 

18．当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。 

 退職給付債務 △ 12,579 百万円 

 年金資産（時価） 6,954  

 未積立退職給付債務 △ 5,625  

 会計基準変更時差異の未処理額 1,770  

 未認識数理計算上の差異 4,132  

 未認識過去勤務債務（債務の減額） 3  

 連結貸借対照表計上額の純額 281  

 前払年金費用 3,798  

 退職給付引当金 △ 3,517  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19．銀行法施行規則第17条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資本比率（国内基準） 10.37％。 

 

連結損益計算書に関する注記 

1.「その他経常収益」には、株式等売却益 84 百万円、持分法による投資利益 49 百万円及び負のの

れん償却額 74 百万円を含んでおります。 

2．「その他の経常費用」には、貸出金償却 1,373 百万円、株式等売却損 30 百万円及び株式等償却

410 百万円を含んでおります。 

3．１株当たり当期純利益金額 16 円 29 銭。 

4. 潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額９円 06 銭。 

5．当連結会計年度において、当行が保有する以下の資産について使用目的を変更すること及び、

使用を中止又は中止を予定したこと等に伴い投資額の回収が見込めなくなったことから、以下の

資産について減損損失を計上しております。 

 

減損損失                   （単位：百万円） 

用途 種類 場所 金額 

遊休 土地 山形県 317 

遊休 土地 新潟県 0 

合計 317 

営業用店舗については、それぞれを収益管理上の区分（エリアに属するグループ、エリアに属

しないそれぞれの店舗）ごとにグルーピングし、最小単位としております。また、遊休資産は、

各資産を最小単位としております。本部、地区センター等については独立したキャッシュ・フロ

ーを生み出さないことから共用資産としております。 

なお、当連結会計年度の減損損失の測定に使用した回収可能額は正味売却価額であります。正

味売却価額は不動産鑑定評価書又は地価公示法により公示された価格等に基づいて時価の算定を

行っております。 
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金融商品関係に関する注記 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

    当行グループ（以下、当行という）は、銀行業務としてローン事業、有価証券での資金の

運用及び投資商品の販売などの金融サービス事業を行っております。これらの事業を行うた

め、主に預金によって資金調達を行っております。 

    当行では金利変動を伴う金融資産及び金融負債を有しているため、金利変動による不利な

影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）をしております。 

    また、将来の為替・金利の変動によるリスクを回避するため、デリバティブ取引を行って

おります。 

     当行の一部の連結子会社では、クレジットカード業務、または、ベンチャーキャピタル業

務を行っております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

当行が保有する金融資産は、主として国内の取引先及び個人に対する貸出金であり、顧客

の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。 

    また、有価証券は、主に株式、債券、投資信託及び組合出資金であり、満期保有目的、そ

の他保有目的で保有しているほか、一部の連結子会社ではベンチャーキャピタル業務として

保有しております。 

    これらは、それぞれ発行体の信用リスク、金利の変動リスク、為替リスク、市場価格の変

動リスクに晒されております。 

    社債は、一定の環境の下で当行が市場を利用できなくなる場合など、支払期日にその支払

いを実行できなくなる流動性リスクに晒されております。 

 預金にかかる金利リスクをヘッジするために金利スワップ取引を行っており、金利スワッ

プの特例処理を採用しております。 

   また、外貨建金融商品から生じる為替変動リスクをヘッジするために、繰延ヘッジによる

通貨スワップ取引を行っております。外貨建金銭債権･債務の為替変動リスクを減殺するため

に行っている先物為替取引は、時価評価をしております。 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ等）及び通貨関連取引（通貨スワップ

等）であります。これらのうち時価評価を行うものについては、市場価格にもとづいて割引

現在価値等により時価を算出しております。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産の価値が減少ないしは消失

し、損失を被るリスクをいいます。 

    当行が、個別債務者に対する厳正な与信審査・管理を行うことで個別債務者の信用リスク

を管理するとともに、ポートフォリオ管理により銀行全体の信用リスクの分散を図っており

ます。 

    個別債務者の信用リスク管理については、審査部門が債務者毎に財務分析、業界動向、資

金使途、返済計画等の評価を行っております。評価は、新規与信実行時および、実行後の自

己査定において定期的に行い、常に個別債務者の信用状況を把握するよう努めております。 

自己査定とは、債務者区分および担保・保証等の状況をもとに、債権の回収の危険性の度

合いに応じて資産の分類を行うものです。審査部門は、自己査定の集計結果等を経営に報告

しております。 

 銀行全体の与信ポートフォリオについては、リスク管理部門が、業種集中度合や大口集中

度合等のモニタリングを定期的に行い、集中リスクを排除したポートフォリオ構築を図って
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おります。 

リスク管理部門は、モニタリング結果を定期的に経営に報告しております。 

当行では、行内格付制度を導入しております。行内格付制度は、個別債務者の信用度に応

じて信用格付を付与し分類するもので、案件審査や与信管理、与信ポートフォリオのモニタ

リングを行う際に利用しております。 

② 市場リスクの管理 

市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、

保有する資産・負債の価格が変動し損失を被るリスクや、資産・負債から生み出される収益

が変動し損失を被るリスクをいいます。 

       当行において、市場取引執行部門であるフロントオフィス、市場取引事務部門であるバッ

クオフィス、およびリスク管理部門であるミドルオフィスの3 部門による相互牽制体制とし、

市場リスク管理態勢の強化に努めております。 

リスク管理部および経営企画部は、市場リスク量を適切にコントロールするために市場リ

スクの状況をモニタリングしております。具体的には、計量可能な市場リスクについては市

場リスク量を計測し、また、ストレス・テストやシミュレーション分析を行って、金利・株・

為替市場が大きく変動した場合に、当行が抱える市場リスク量や、当行の損益に与える影響

等を試算しております。また、リスク管理部は、市場リスクの状況について定期的に経営に

報告しており、リスク管理委員会等において、市場リスクが当行の自己資本の状況に対して

許容できる状況に収まっていることを確認するとともに、市場リスクのコントロールに関す

る方針の検討を行っております。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

流動性リスクとは、運用と調達の期間のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な

資金確保が困難になる場合や、通常より著しく高い金利での資金調達を余儀なくされること

により損失を被る資金繰りリスク及び市場の混乱等により市場において取引ができなかった

り、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被る市場流動

性リスクをいいます。 

      当行は、日々の資金の運用、調達の状況の適切な管理を行い安定的な資金繰りを達成する

とともに、状況に応じた流動性準備や資金調達手段の方法を定めるなど、流動性の確保に十

分配慮した運営を行っております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用している

ため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 
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2. 金融商品の時価等に関する事項 

平成 22 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含め

ておりません（（注２）参照）。 

（単位：百万円） 

 連結貸借対照

表計上額 
時 価 差 額 

(1) 現金預け金 29,434 29,434 －

(2) コールローン及び買入手形 10,000 10,000 －

(3) 有価証券 

満期保有目的の債券 8,154 8,227 72

その他有価証券 222,170 222,170 －

(4) 貸出金 879,180  

△17,583  貸倒引当金（※１） 

861,597 865,681 4,084

資産計 1,131,357 1,135,514 4,157

(1) 預金 1,087,659 1,088,753 1,094

(2) 譲渡性預金 3,000 3,000 0

(3) 社債 12,000 10,963 △1,036

負債計 1,102,659 1,102,717 58

デリバティブ取引（※２） 

ヘッジ会計が適用されていないもの －

 

－ －

 ヘッジ会計が適用されているもの 39 39 －

デリバティブ取引計 39 39 －

（※１） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

（※２） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正

味の債務となる項目については、（ ）で表示しております。 

（※３） 「連結貸借対照表計上額」の重要性が乏しい科目として記載を省略している科目は以

下のとおりです。 

     資産の部に計上されている科目で記載を省略した科目   

「商品有価証券」及び「外国為替」 

負債の部に計上されている科目で記載を省略した科目 

「外国為替」及び「支払承諾」 
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（注１）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1) 現金預け金 

  預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。 

 (2) コールローン及び買入手形 

    これらは、約定期間が短期間（１週間以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額を時価としております。 

(3) 有価証券 

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格を時価とし

ております。投資信託は、公表されている基準価格を時価としております。 

    自行保証付私募債は実質貸出金と同様とみなせるため、内部格付に基づく区分ごとに元利金

の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算出しておりま

す。 

   売手と買手の希望する価格差が著しく大きい変動利付国債については、市場価格を時価とみ

なせない状態であると判断し、経営者の合理的な見積もりに基づく合理的に算定された価額を

時価としております。 

    なお、市場価格を時価として算定した場合と比べて、有価証券が5,359百万円増加、その他有

価証券評価差額金が5,359百万円増加しております。 

    変動利付国債の合理的に算定された価額は、固定利付国債の価格に整合的な割引率と市場で

評価されるスワップション・ボラティリティを価格決定変数とし、将来のキャッシュ・フロー

を想定し、算定した現在価値であります。 

    なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項は「（有価証券関係）」に記載しております。 

(4) 貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状

態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額を時価としております。 

 固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同

様の新規貸出を行った場合に想定される適用利率で割り引いて時価を算定しております。なお、

約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額を時価としております。 

   デリバティブの要素が組込まれている貸出金及び住宅ローン債権は、経済・金融に関する情報

サービス業者等から提示された価格を時価としております。 

  また、破産先、実質破産先及び現在は経営破綻の状態にないが、今後経営破綻に陥る可能性が

高いと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に対する債権等については、担保及び

保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における

連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価とし

ております。   

 

負 債 

(1) 預金、及び (2) 譲渡性預金 

   要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなし

ております。 

   また、定期預金、定期積金及び譲渡性預金の時価は、将来のキャッシュ・フローを割り引い
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て現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる場合に想定される利

率を用いております。 

(3) 社債 

    当行の発行する社債の時価は、経済・金融に関する情報サービス業者等から提示された価格

を時価としております。 

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ等）、通貨関連取引（通貨スワップ等）で

あります。これらの時価は、取引所取引については、東京証券取引所、東京金融取引所等におけ

る最終の価格、店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算出し

ております。 

 

（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の

時価情報の「資産(3)その他有価証券」には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

区 分 連結貸借対照表計上額 

① 非上場株式（※１）（※２） 1,222 

② 非公募転換社債 （※３） 91 

合  計 1,314 

（※１）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められることから時価開示の対象とはしておりません。 

（※２）当連結会計年度において、非上場株式について7百万円減損処理を行なっており

ます。 

（※３）非公募転換社債については、市場価格がなく、転換権を行使した場合の非上場株

式の時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示の対象とは

しておりません。 

 

（注３） 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 

 
1 年以内

1年超 

3 年以内 

3 年超 

5 年以内 

5 年超 

7 年以内 

7 年超 

10 年以内 
10 年超 

現金及び預け金 29,434 － － － － －

ｺｰﾙﾛｰﾝ及び買入手形 10,000 － － － － －

有価証券  

満期保有目的の 

債券 
1,630 2,580 1,975 1,968 － －

その他有価証券のうち

満期があるもの 
11,302 28,341 32,299 16,227 112,679 342

貸出金 536,511 144,520 60,422 41,126 70,136 26,463

合 計 588,879 175,443 94,697 59,321 182,815 26,806
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（注４） 社債及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額 

（単位：百万円） 

 

 
1 年以内

1年超 

3 年以内 

3 年超 

5 年以内 

5 年超 

7 年以内 

7 年超 

10 年以内 
10 年超 

預金  （※） 987,295 76,425 23,938 － － －

譲渡性預金 3,000 － － － － －

社債 － － － 12,000 － －

合 計 990,295 76,425 23,938 12,000 － －

   （※） 預金のうち、要求払預金については、「1年以内」に含めて開示しております。 
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有価証券に関する注記 

連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。 

1．売買目的有価証券（平成 22 年 3月 31 日現在） 

 
当連結会計年度の損益に含 

まれた評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 2

 

2．満期保有目的の債券（平成22年3月31日現在） 

 

種類 

連結貸借対照表

計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債 － － －

地方債 － － －

短期社債 － － －

社債 7,024 7,234 210

その他 － － －

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えるもの 

小計 7,024 7,234 210

国債 － － －

地方債 － － －

短期社債 － － －

社債 130 129 △ 0

その他 1,000 862 △ 137

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えないもの 

小計 1,130 992 △ 137

合計 8,154 8,227 72

 

3．その他有価証券（平成22年3月31日現在） 

 

種類 

連結貸借対照表

計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 2,360 1,645 715

債券 153,302 150,694 2,608

国債 112,670 110,600 2,069

地方債 2,181 2,151 29

短期社債 － － －

社債 38,451 37,941 509

その他 33,170 32,348 821

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの

小計 188,833 184,688 4,145

株式 5,993 7,831 △ 1,837

債券 14,745 14,948 △ 203

国債 4,011 4,013 △ 2

地方債 698 699 △ 1

短期社債 － － －

社債 10,036 10,235 △ 199

その他 12,597 13,384 △ 786

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の 

小計 33,336 36,164 △ 2,827

合計 222,170 220,852 1,317
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4．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成21年4月１日 至 平成22年3月31日） 

  該当事項はありません。 

 

5．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 売却額(百万円) 売却益の合計額 

(百万円) 

売却損の合計額 

(百万円) 

株式 664 84 30

債券 52,675 127 58

国債 22,300 13 56

地方債 299 0 －

短期社債 － － －

社債 30,075 113 2

その他 16,937 686 234

合計 70,278 898 322

 

6．減損処理を行った有価証券 

その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落

しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価

をもって連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以

下「減損処理」という。）しております。 

当連結会計年度における減損処理額は、403百万円（うち、株式403百万円）であります。 

また、有価証券の減損処理にあたっては､個々の銘柄について連結会計年度末日における時価

が取得原価に比べて50％以上下落している場合はすべて実施しており､30％以上50％未満の下落

率の場合は､発行会社の業績や過去一定期間の時価の推移等を考慮し､回復可能性が認められな

いと判断されるものについて実施しております｡ 

 

 

金銭の信託関係に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

 

重要な後発事象に関する注記 

  該当事項はありません。 
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